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北京で旅行会社向け説明会に参加しました。 

 

7 月下旬にコロナ禍を経て久しぶりに JNTO 北京

主催の旅行会社向け説明会が開催され、参加して

きました。日本側は、北京・天津にある３つの自

治体事務所が参加し、中国側は 25 社 30 名の旅行

関係者が参加しました。本市から、食の魅力・芸

妓文化・広域観光の魅力などについて、わずかな

時間でしたがお伝えしました。 

その後 8/10 に急転直下、日本への団体旅行

が解禁されました。これにより多くの中国人が

日本へ訪れることが予想されます。またそれに

合わせるように新潟⇔上海便が 8/26 から再開

されることも決まっています。これからの訪日

旅行は以前の「爆買い」「大都市観光」から「体

験」「地方観光」へ移っていくとも言われてい

ます。これから本格的なインバウンド誘致が始

まっていきます。（荒井） 

 

 

ノービザ問題と食品輸入遅延 

 

昨今、またもや日中間で様々な問題が巻き起こっています。その代表例がこの２つ

の問題です。 

以前は日本人が中国へ行く場合にはノービザで 15日間滞在できましたが、コロナを

契機にビザが必要になり、現在もそのままです。日本のパスポートは世界最強とも言

われ、多くの国へノービザで観光やビジネスに行くのが当たり前でした。現在、中国

訪問の際、新潟の場合は駐新潟総領事館で事前にビザ申請しなければなりません。こ

れがかなりの手間と労力が必要で、私の娘達も北京へ来ようと尋ねてみたら、申請は

予約が殺到し１か月半以上かかると言われ、今夏の来訪を諦めました。東京や大阪で

も同様に先まで予約が埋まり、かつ当日も 5 時間とも言われるほど待ち、指紋採取や

細かい連絡先を記載し、また後日ビザを取りにいかなければならない状況に多くのビ

ジネスマンが嘆いています。中国は以前から相互主義に基づいて、中国人の日本への

ノービザを要求していたとも聞きますが、これはなかなか日本政府が受け入れられな

いので、しばらくこの状態が続くのではないかと思います。 

また、処理水問題に絡んで水産物をはじめとした食品が入ってこないと話題になり

ました。ここ北京でも報じられてすぐに日本産を諦めてアラスカ産に切り替えたとい

う飲食店や、地元の魚がもう全然届かなくなっているらしいとの自治体関係者の声が

聞こえました。今後、処理水放出が現実化されるとどこで製造されたものであっても

日本食品そのものが敬遠されるのではないかと危惧する日系メーカーの声を複数聞い
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ています。14 億人がいる魅力的な市場ではありますが、様々な問題があり、その果実

を得るのは簡単ではないことを実感させられています。（荒井） 

 

 

 北京の人気おしゃれスポット－亮馬河 

 

 北京市朝陽区にある亮馬河は、600 年の歴史を

持ち、明王朝の永楽時代にまでさかのぼることが

できます。「北京志」によると、永楽 19年（1421

年）に明の成祖が北京に遷都し、東埧を中心に御

馬苑が建てられました。その後、この辺りは皇家

牧馬場として、川で馬を洗ったことから亮馬河と

名付けられたということです。 

2020 年６月にオープンした亮馬河国際風情水

岸は総面積 80 万㎡に達しており、市民と観光客

が訪れる人気のスポットになっています。整備さ

れた亮馬河国際風情水岸はきれいな自然に囲ま

れ、国際交流、生活レジャー、商業が盛んな人気エリアです。ドイツ、アメリカ、日

本大使館などが集まる「使館区」も亮馬河畔

に位置し、異国情緒があふれています。昼間

の亮馬河は優しく静かで、賑やかに感じない

かもしれませんが、川沿いにある 18 ㎞の遊

歩道をジョギングしたり散策したり、河でカ

ヌーやオールボードなどをすることができ

ます。夜は遊覧船に乗って両岸の夜の景色を

鑑賞し、イルミネーションを楽しむことがで

きます。亮馬河はまさに市民の「憩いの川」

となっています。（キク） 

 

 

                   

                       大雨に見舞われた北京 

 

 暑い夏の北京に台風 5 号「トクスリ」の影響

による極端な豪雨に見舞われたことで、洪水や

地質災害が発生しました。報道によると、7 月

29 日から 8 月 2 日にかけて、同期間の降水量は

744.8ミリで、雨量計を使った記録を確認できる

この 140 年で最多の降水量を記録しました。豪

雨の赤色警報で空港発着便に遅延や欠航も出て、

列車も一部運休になりました。郊外のプレハブ

住宅や車も川に流されたことが新聞で報道され、

5万人以上避難したことが分かりました。市内にも影響を及ぼし博物館、公園など、ほ

とんど一時休館になり、市民に外出自粛、企業に出勤自粛も通知されました。東北地

方に農作物被害、河北省の多くの書店倉庫も洪水に見舞われました。 

内陸部の北京や河北省、東北各省が台風に襲われて,こんなに大きな被害が出て、本
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当に驚きました。いま各被災地も水害後の復旧作業を進めています。早く通常通りに

復旧されることを祈ります。（ケイ） 
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今年の北京の猛暑は異常だと誰もが言う。６月から７月にかけて、連日３５度―４

０度の毎日が続く。多くの人が「中暑」（熱中症）になって、救急車は大忙しだ。今

年の猛暑は世界的な現象で、欧州南部では気温が４０度を超え、死者が出ていると中

国のメディアが報じていた。ギリシャの遺跡「パルテノン神殿」がある観光地「アク

ロポリス」が、命に関わる高気温のため一時閉鎖されたそうだ。私の友人はギリシャ

を含む欧州旅行を計画していたが、暑い時期は避けて、計画を秋まで延ばすことにし

たと言っていた。 

 ここのところ、議論好きな北京っ子の間では米中関係の話題で盛り上がっている。

今年１００歳になった中国の「老朋友」（古い友人）キッシンジャー米元国務長官が

最近米中関係を憂慮して次のように発言した。「米中関係がこのままエスカレートす

れば、どこかで衝突が起きる」。キッシンジャーは世界をアッと言わせた、１９７２

年の「ニクソン訪中」を中国の周恩来総理（当時）と共に実現させた立役者であり、

中国にとってはまさに「老朋友」で、広く尊敬を集めている。一時は中国政府の顧問

を務めたこともある米国の知中派である。 

キッシンジャーの「警鐘」が米中政府を動かしたのかどうかはわからないが、ここ

のところ米中の高レベル接触が続いている。６月１８日には、ブリンケン米国務長官

が北京に飛び、秦剛外相や習近平主席と会談した。７月６日にはイエレン米財務長官

が訪中し、李強首相、何立鋒財務担当副首相、劉鶴前財務担当副首相らと会談した。

続いて７月１６日には、ケリー気象変動担当米大統領特使が訪中し、李強首相、王毅

外交担当党政治局員、解振華気象変動担当特使らと会談した。続いて訪中したのは、

１００歳になったキッシンジャーである。これには誰もが驚いた。超高齢であり、前

回２０１９年１１月に訪中した時には「私はこれが最後の訪中」と言っていたからで

ある。キッシンジャーはオバマ、トランプ、バイデンがともに一目を置く老練な政治

家である。バイデン政権とどのような事前協議があったかわからないが、今回は「個

人の資格」での訪中だ。 

中国の外交官、対日関係者、学者など様々な人の話を聞いてまとめた筆者の私見だ

が、米中双方に、いまコミュニケーションをとっておかねばならない必要性があった

という事だ。それはキッシンジャーが指摘するように、米中衝突は双方とも望まない

からだ。特に緊張が高まっている状況下では、両国政府の意図に反し、偶発的に衝突

が起こる可能性がある。一旦衝突が起きれば、双方の意地もあり、止めるのは大変だ。

それに米中とも核保有国だ。大戦争になれば核兵器が飛び交い、人類は滅亡の危機に

晒される。キッシンジャーは北京で破格の待遇を受け、習近平が会見した。新華社の

報道によると、習近平はキッシンジャーに「中国人民は決して貴方のような老朋友を

忘れる事はない。中米関係は常にヘンリー・キッシンジャーの名前と結びついている」

と述べ、両国関係改善の希望を述べたという。注目すべきは、キッシンジャーが習近

平らに先立って会談した相手が、李尚福国防部長（大臣）だったことだ。ここ数年、

米中国防当局トップの接触は実現していない。今年の６月、シンガポールでアジア安

全保障会議（シャングリラ会合）が開かれたが、米国が提案したオースティン米国防

長官と李尚福中国国防部長の会談は、中国側が拒否したため実現しなかった。李尚福

は２０１８年から米国の制裁対象(※)になっており、この制裁を解除しない限り、中

西園寺 一晃先生の 
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国は国防トップの会談に応じないという態度だ。（※２０１８年９月、米国は中国共

産党中央軍事委員会装備発展部と同部李尚福部長を米財務省の特別制裁指定リストに

追加した。米国によると、党装備発展部と李部長は、ロシアから戦闘機やミサイルシ

ステムを購入し、米国による対ロ制裁に違反したという。党装備発展部と李部長は、

米国への輸出承認申請及び米金融システムの利用が禁止され、米国とのビジネスが出

来なくなる。李尚福は、２０２３年３月の全人代で、国務委員兼国防部長（大臣）に

選出された。）米国としては、中国の国防トップが何を考えているのか知りたいとこ

ろだ。米国家安全保障会議（ＮＳＣ）のカービー戦略広報調整官は「キッシンジャー

氏の訪中報告を聞くのを楽しみにしている」と述べている。キッシンジャーは高齢で

米国政府の代表ではないが、米中双方に一目置かれているので、米中関係の改善に一

定の役割を果たすかもしれない。ブリンケン訪中の目的は、突き詰めれば１つだろう。

それは米中間の矛盾は大きく、そう簡単に対立を解消することは出来ないが、少なく

とも「戦争だけは、何としても止めようね」という事だろう。 

イエレン訪中は、米中経済関係の再構築を目指したものかもしれない。トランプの

時代に始まった貿易戦争、経済戦争がすでに５，６年になり、双方とも疲れてきたと

言える。疲れたのは米中経済だけではない。世界第１と第２の経済大国が経済戦争を

行うのだ、世界経済に大きなマイナス影響を及ぼすのは当然である。この５，６年、

米国は様々な方法で中国経済に打撃を与えるべく行動した。しかし、事態は米国の思

惑通りには進んでいない。この間、中国の成長は減速したが止まらず、米中貿易は米

中経済戦争前より逆に伸びた。もちろん中国も大きな困難を背負い込んだ。例えばハ

イテク産業に不可欠な半導体は、米国の禁輸に遭い、中国の伸び盛りの通信、自動車

産業などは痛手を受けた。ところが問題はそう単純ではない。米国は半導体大国だが、

半導体を作るにはいろいろな原料が要る。不可欠なのはレアアースだ。例えばガリウ

ムだが、生産シェアは中国が世界の約９割を占めている。米国は中国からこのガリウ

ムを含むレアアースを輸入し、半導体を作る。中国は米国などから半導体を輸入し、

スマホなどを生産し、それを輸出する。こうして米中と関連国の経済は回っていた。

米国が同盟国にも呼びかけ、中国に対する半導体の輸出制限を行っているが、中国は

対抗してガリウム、ゲルマニウムなどレアアースの輸出規制を強化した。こんなこと

をすれば、互いに傷つき、経済はダメージを受ける。グローバル化の下での世界経済

は競争、協調、分業で成り立っている。相手国に対し経済封鎖を行えば、相手国にダ

メージを与えると同時に、ブーメランの如くそのダメージは自国に返ってくる。日本

は米国の要請に応え、中国の半導体製造能力を抑え込もうとする米国主導の中国包囲

網に加わった。しかし日本は中国からレアアースを輸入し、半導体及び半導体製造装

置を中国に輸出している。中国包囲網参加は、日本に何らメリットがないばかりでな

く、大きなデメリットを背負い込むことになるだろう。 

経済戦争がさらに激化すれば、米中とも傷は深くなるのは必至だ。そして米中の対

立は世界経済に更なる分断をもたらす。米中とも、経済戦争がこれ以上エスカレート

するのは困るのだ。この悪循環を緩和するのがイエレン訪中の目的と思われる。 

ケリー訪中は、米中は対立だけでなく、気象変動などで協力できる分野は多いとい

う事を示した。ぎすぎすした雰囲気を和らげる一定の効果はあるだろう。要するに米

中とも、これ以上対立がエスカレートする事を望まないという事だ。この対立のエス

カレートを、限定的ながら緩和へと導く最大の要素は経済だ。膨大な規模の中国経済

が存在する限り、米国を含むどこの国も中国との関係を断つ事は出来ない。 

米中関係の緩和ムードに、欧米の経済界は敏感だ。すでに欧米経済界の「中国詣」

が始まっている。注目すべきはオランダで、政府レベルでは米国の半導体分野におけ

る「中国封じ込め」に参加を表明している。しかし、オランダ半導体製造大手のＡＳ
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ＭＬのピーター・ウエニングＣＥＯが最近訪中し、中国側と協力する方向だ。スイス

半導体大手のＳＴマイクロエレクトロニクスのジャン・マーク・シェリーＣＥＯも最

近訪中し、重慶に中国との合弁でパワー半導体の工場建設を決めた。独仏などはトッ

プセールスを行い、仏マクロン大統領は中国側から１６０機の航空機受注を引き出し

ている。欧米は国も大手企業もなかなか強かだ。常に表と裏で、右手と左手を上手く

使い分けている。韓国はユン・ソンニョル大統領登場後、対中関係は緊張し、特に今

年４月以降関係は悪化した。しかし、「経済」が両国関係を改善の方向に引っ張った。

それもそのはずで、韓国の貿易構造は、中国抜きには成り立たない。韓国にとって、

２０２２年の輸出相手国は１位中国、２位米国、４位日本だ。輸入は１位中国、２位

米国、３位日本だ。貿易総額では対中国が２３９９．８億ドル、対米、対日合計して

も２０１２．６億ドルで、中国１国に及ばない。韓国が対中関係改善に動くのは当然

なのだ。正直言って、どうも心配なのは日本の中国包囲網に対する「前のめり」姿勢

だ。外交にせよ対外経済交流にせよ、常に必要なのは賢さ（狡さ）、臨機応変さ（変

わり身の早さ）であり、いくつもの「引き出し」を持っておくことが鉄則だ。その点

で、今の日本にはそれが欠けているように思う。同盟国の米国に「忠誠」を誓うのは

良いが、それが強すぎると、米国が変わったとき「梯子を外されて」しまう。経済安

保法も、半導体及び半導体製造装置の対中輸出規制にしても、自ら自分の手足を縛る

結果にならないか。財務省の統計によると、半導体製造装置の２０２２年度輸出額は

４兆円余りで、そのうちの約３割が中国向けだ。中国が最大の買い手なのだ。当然日

本は大量の半導体製造に必要なレアアースを中国から輸入している。これまで中国に

輸出してきた半導体製造装置メーカーは大きな危機に見舞われている。中国を苦しめ

る事は、同時に日本を苦しめることになる。それが今のグローバル化し、分業化した

世界経済体制なのだ。 

中国の多くの国際問題専門家は、①米中対立は長期間に渡り、簡単に解決する事は

ない。②米中対立は時に激しく、時に緩和するが、双方とも対立が衝突にエスカレー

トする事は何としても避ける。③当面、米中とも望まない「台湾有事」はない、と考

えている。 

日本では「台湾有事」が大きな話題となり、近い将来台湾海峡で必ず戦火が起きる

と「危機」を煽っている専門家

もいるが、それはないだろう。

「台湾有事」が現実に起きると

すれば、１つの可能性しかない。

それは台湾が「独立」宣言をし

た場合だ。その場合、中国は１

００％武力で阻止するだろう。

ただ考えてみれば、台湾が独自

で独立宣言をする可能性はゼロ

だ。米国の全面的支持と支援が

なければ、そんな事は出来ない。

米国は常に「台湾独立は支持し

ない」と言っている。台湾独立

がなければ、中国の武力行使は

ない。従って「台湾有事」はあ

り得ないのだ。 

中国では今、政府から国民まで、一番の関心事は経済だ。ゼロコロナ政策を転換し

た中国は、ここ数年の経済の落ち込みを取り戻すべく、さまざまな手を打っている。

【筆者プロフィール】 

 西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏 

 １９４４年生まれ 

⚫ 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園 

寺公望氏を曾祖父に持つ。  

⚫ 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・

日中文化交流協会常任理事）の長男。 

⚫ 北京大学経済学部卒業 

⚫ 朝日新聞社に在籍中は、日中関係の調査研究室長

などを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあ

たる。 

⚫ 現在工学院大学客員教授、北京大学客員教授、伝

媒大学客員教授、北京城市大学客員教授 
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全体としては「底」からは脱却し、経済は回復基調にあるが、問題は山積している。

回復も大きなバラツキがある。今年３月の全国人民代表大会（全人代）で、今年の成

長目標を５％に設定した。第１四半期（１－３月）の成長率は対前年同期比＋４．５％

だった。第２四半期（４－６月）は同＋６．３％だった。この数字をどう評価するか

だが、全体としてはまあまあだろう。しかし成長の内容を見ると、決して楽観は許さ

れない。これまで中国経済の成長をけん引してきた要素は幾つかある。固定資産投資、

不動産、新車販売、外資導入、輸出などだが、７月現在で、最も深刻なのはＧＤＰの

約３割を占める不動産で、相変わらず上昇気流に乗れない。党中央政治局は７月２４

日に会議を開き、下半期の中国経済対策について協議した。不動産対策も重要議題だ

った模様だ。市場は何らかの対策を期待している。輸出も低迷している。輸出不振の

大きな原因は、主な輸出先の米国，ＥＵ経済など、世界経済の低迷だ。ただ昨年まで

好調だった対米輸出にも陰りが見えてきたのは、米中対立がボディーブローの如く効

いてきたからだろう。米国の輸入シェアで、１５年間首位を保ってきた中国は、今年

上半期（１－６月）にメキシコ、カナダに抜かれ３位に転落した。一方で、消費は非

製造部門を中心に急速に回復している。新車販売は急上昇してきた。つまり、ゼロコ

ロナ転換以降の中国経済の回復は期待していたより遅く、非常にアンバランスだとい

う事だ。若年失業率問題も解消されていない。詳しい状況、及び下半期の中国経済の

見通しについては次号で詳しく述べたい。（２０２３年７月２７日）（止） 

 

 

 

 
■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。 

お気軽にお問い合せください。 

【住所】中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 長富宮弁公楼 2014 室 

【メールアドレス】bjniigata@niigata-bj.net 

【URL】http://niigata.stars.ne.jp/zh/ 
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